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2004年度、YMF小峰工場では、YMF甲府工場に続き、�
筐体塗装ラインと LSI テスター実装ラインでこの改善活動に初めて挑戦しました。�
�

グリーン生産ライン改善規定�
　2002年制定の｢グリーン生産ライン改善規定｣は、環境

負荷削減を目的に、各生産ラインで推進する改善活動の

ための指針です。この規定は1981年から実施されてきた

生産管理方式NYPS（New Yokogawa Productivity 

System）とともに、生産現場における改善活動の支えと

なっています。�

�

YMF小峰工場の改善活動�

　この規定に基づき、2004年度に初めて生産ラインの

改善に取り組んだYMF小峰工場では、試行的に筐体

塗装ラインにおけるキシレンの使用量削減と、LSIテスタ

ー実装ラインにおける鉛使用量の削減に取り組みました。�

　筐体塗装ラインで従来使用されてきた塗料中のキシ

レンは、年間約2,124kgです｡同ラインではこれを184kg 

削減する計画を立て､従来の塗料をキシレン含有量の

より少ない別の塗料に替えることにより、2004年度に

257kgを削減しました｡�

　LSIテスター実装ラインが取り組んだ鉛使用量の削

減は、結果的にはごく少量の削減効果しかあげること

ができませんでした。それはクリームはんだに用いるフ

ラックス成分の蒸発や、はんだの酸化のため、容器開

封後一定時間がたつとどうしても不安定となってしまい、

品質保証上、未使用であっても残りのクリームはんだを

廃棄せざるを得なかったからです。しかし、この取り組

みによって従来2種類あったクリームはんだがより低コス

トの1種類となり、コスト面で約47万円を削減することが

できました。�

　YMF小峰工場では、今後はこの活動を通して得た

取り組みのノウハウを他のラインにも適用し、グリーン生

産ライン改善活動を順次拡大していく方針です。�

�

YMF甲府工場の活動状況�

　2003年度に引き続き、YMF甲府工場ではグリーン生

産ライン改善活動を継続的に実施しました。�

　例えば、第1製造本部では、廃棄シリコンオイルのリユ

ースに取り組みました。その結果、シリコンオイルの使用

量が585Rから522Rとなり、11%の削減となりました。�

　また、第3製造本部においては、職場の危険物保有

量削減に取り組みました。イソプロピルアルコール（IPA）

から危険度の少ない製品（NSクリーン200）への変更

を実施。2004年度は、400Rの削減となりました。�

　今後も、さらなる改善活動を継続し、環境に配慮した

生産ラインを目指していきます。�
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CO2排出量売上原単位と削減率（1990年度比）�
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コジェネレーションシステム�

環境経営報告書 ２００５�

24.624.6％�24.6％�

京都議定書の発効�
　2005年2月16日、京都議定書が発効しました。京都

議定書とは、1997年12月、気候変動枠組条約の目的を

達成するため、京都で開かれた第3回締約国会議（COP3）

にて採択された議定書のことです。この京都議定書で

は、CO2等の温室効果ガス排出量を、2008年から2012

年の間に、1990年の水準から先進国全体で平均5.2%

削減、日本では「6％」の削減が義務づけられています。

なお、この議定書には、共同実施やCDM、排出権取引

の京都メカニズムが盛り込まれており、市場原理の活用

を可能にしたシステムともいえます。京都議定書が発効

したことで、世界レベルでの、CO2等排出発生を抑制す

る地球温暖化防止への取り組みが今後ますます活性

化していくと考えられます。�

�
地球温暖化防止への様々な取り組み�
　YOKOGAWAグループでは、京都議定書の発効以

前から地球温暖化防止に対して様 な々取り組みを進め

てきました。例えば、1998年には横河電機本社・工場に

おいて最大出力585KWのコジェネレーションシステム2基

や、吸収式冷凍機を導入し、工場等でのCO2排出量削

減に取り組みました。同年においては、YOKOGAWAグ

ループで初めてとなる最大出力16.7KWの太陽光発電も

設置しました。さらに2000年には、横河電機本社・工場

内のクリーンルームの最適化運転を行うため、大規模な

制御回路の見直しを実施し、グリーン生産ライン化を推

進しました。またボイラーの熱変換効率を高めるため、高

効率コンプレッサーへの更新にも着手しました。�

�

2004年度の活動�
　これまでの地球温暖化防止への積極的な取り組みを

2004年度においても継続しました。YMF甲府工場では新

工場建設にともない省エネ支援システム「InfoEnergy」の

導入等を行いました。YMF甲府工場では2004年11月9日

にYOKOGAWAグループとしては初の「エネルギー管理

指定工場 工場調査」が実施され、第1種エネルギー指定

工場として合格しました。�

　またオフィスにおいても、昼休みの消灯やPCの電源

OFFを実施しています。横河電機新本館では20時に

タイマーセットによる一斉消灯等省エネルギー活動を実

施しました。また、照明器具や設備のインバータ化なども

積極的に推進しました。�

 2004年度はYOKOGAWAグループのCO2排出量売上

原単位は13.7t-CO2／億円（総量51,440t-CO2）となり、

1990年度比で41.8％の削減となりました。今後も京都議

定書の目標達成に向けて努力を続けていきます。�

YOKOGAWAグループでは京都議定書の目標が達成できるよう�
さまざまな取り組みを展開しながら地球温暖化の防止に努めています。�
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2 4 持続可能な社会の構築のために 

YO

YMF甲府工場内の塗装ライン 低トルエン・低キシレン型のポリエステル樹脂塗料を噴霧する噴射機 
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事

トルエン・キシレンを削減するため、含有量を減らした塗料を業者と開発。 
2004年度より塗料や洗浄液の切り替えを実施し、製品に展開を始めました。 

低トルエン・低キシレンを追求する背景 
　トルエンやキシレンは、塗料の溶剤や塗装設備の洗

浄液であるシンナーの中に多く含まれている物質です。

これらは 「特定化学物質の環境への排出量の把握等

及び管理の改善の促進に関する法律（PRTR法）」で

大気中への放出量や廃棄物としての移動量に関する

報告義務が定められています。 

　YOKOGAWAグループでは製品の塗装工程でこれ

ら2物質を含むポリエステル樹脂塗料を大量に使用し

てきました。それは他のメーカーも同じで、上質な塗膜

品質が得られる塗料がほかになかったことによります。

しかし、トルエンやキシレンが人体に悪影響を及ぼすこ

とが知られていることから、YOKOGAWAグループは

できるだけ早くこれらの物質の使用量を削減したいと

考えていました。そこで横河電機の生産技術本部は、

かねてから低トルエン・低キシレン型の塗料や洗浄液を

開発していただける塗料メーカーを探していました｡ 

 

メーカーとのコラボレーション 
　この探索活動は困難をきわめました。しかし、横河電

機の環境に取り組む姿勢を理解し、協力をしていただ

ける塗料メーカーを探し出せました。それがパイオニア

精神豊かな大豊塗料（株）様です。 

　こうして両社のコラボレーションが始まり、2003年秋に

トルエン・キシレンの使用量を1／10に削減することが期

待できる新製品が生まれました。 

 

低トルエン・低キシレン型ポリエステル樹脂
塗装がスタート 
　これら2物質を1／10に削減できるからといって、直ち

に塗料や洗浄液を切り替えられるわけではありません。

長期にわたって上質な塗膜品質が得られるか、供給能

力はどうか、コストパフォーマンスはどうか、製品の技術

的側面の調整など、問題は多岐にわたります。最終製

品がどんな環境で使用されるかによっても塗装方法を

最適化しなければなりません。テストに次ぐテスト、塗装

ラインにおける切り替え準備を経て、2005年2月9日

YMF甲府工場で、低トルエン・低キシレン型のポリエス

テル樹脂塗料と洗浄液の使用に踏み切りました。今後

はまず、使用量の多い塗色より導入し、随時塗料の切り

替えを進めていきます。 
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2 5

YOKOGAWAグループ土壌調査状況 

環境経営報告書 ２００５ 

ＹＭＦ足利工場 

ＹＭＦ大安工場 

ＹＭＦ境川工場 

横河電機八王子工場 

ＹＭＦ郡山工場 

ＹＭＦ原町工場 

ＹＭＦ毛呂山工場 

安藤電気・湖西事業場 

ＹＭＦ松川工場 

ＹＭＦ三重工場 

自主調査 

自主調査 

自主調査 

自主調査 

土壌汚染対策法 

自主調査 

自主調査(土壌汚染対策法施行前) 

土壌汚染対策法 

土壌汚染対策法 

土壌汚染対策法 

YOKOGAWAグループ土壌調査状況 

調査の種類 

済み 

済み 

済み 

済み 

済み 

― 

― 

済み 

済み 

行政への 
完了報告 

基準値以下 

基準値以下 

基準値以下 

トリクロロエチレンが環境基準超過。浄化作業完了 

二次調査の結果、テトラクロロエチレン、１,１－ジクロロエチレン 
が敷地内で環境基準値超過。土壌、地下水浄化作業完了 

第一種、第二種の詳細調査完了 

地下水の揚水曝気処理作業継続実施中 

基準値以下 

埋設廃棄物よりダイオキシン検出 
掘削除去後廃棄物として処分 

2005年度実施予定 

調査状況 

 第一種特定有害物質 

（11物質）、 

 第二種特定有害物質 

（9物質）、 

 ダイオキシン、油分 

調査対象汚染物質 事業所 

土壌･水質の保全はYOKOGAWAの企業責任 
　YOKOGAWAグループでは2002年度から2003年

度に行った国内生産拠点の統廃合により、15工場を閉

鎖しました。私たちはこの統廃合に先立って

YOKOGAWAグループ独自の土壌・水質管理基準を

設け、閉鎖する工場の跡地では調査対象汚染物質で

使用履歴のある化学物質すべてについて土壌や地下

水中に残存していないかどうかを調べ、汚染が確認さ

れた跡地では、順次浄化工事を実施してきました。現

在の状況は下表のとおりです。 

 

浄化作業の必要な工場跡地に関するご報告 
　閉鎖した15工場のうち、土壌汚染対策法で定められ

た特定有害物質を使用する特定設備があったのは、

YMF松川・郡山・三重の3工場です。松川工場跡地は、

土壌汚染対策法による調査では残存物質の量が環境

基準値以下であると確認されました。しかしダイオキシ

ン類対策特別措置法施行以前に取り壊した焼却炉跡

地において自主調査をした結果、埋設された廃棄物か

らダイオキシンが検出されたため、ダイオキシンを含む廃

棄物を2005年2月に掘削除去し、「廃棄物の処理及び

清掃に関する法律」に則り適正な処分を行いました。 

　郡山工場においても土壌汚染対策法による調査で

は対象物質のジクロロメタンの汚染はないと確認されま

した。しかし、より広範囲な物質を対象とした自主調査

において、テトラクロロエチレンと1,1－ジクロロエチレンの

2物質が、土壌・地下水中の環境基準を超えていること

が判明しました。このため、汚染エリア内に浄化プラント

を建設し、2004年8月から11月の3ヶ月間にわたり浄化

作業を行い、完了しました。 

　一方、三重工場は設備の撤去作業が一部未完了で

あるため、土壌汚染対策法による調査・自主調査とも、

2005年度の取り組み課題となります。 

　このほか土壌汚染対策法施行前の2002年5月の自

主調査でトリクロロエチレンによる土壌・地下水汚染が

判明したYMF毛呂山工場跡地では、まず汚染拡散防

止策を講じました。その後土壌内に鉄粉を噴射・攪拌

する土壌改良工事や地下水の揚水曝気処理を継続し

てきた結果、地下水の汚染度は2004年末に0.2mg／

Rまで回復しました。この作業は土壌・地下水中のトリ

クロロエチレンが環境基準値である0.03mg／R以下

になるまで継続します｡ 

YOKOGAWA グループでは土壌汚染対策法の施行以前から､ 
独自の管理基準に基づいて工場跡地で土壌や水質の調査を行い､ 
必要な対策を実施してきました｡ 

工場跡地では使用履歴のある化学物質 
すべてについて､土壌や水質の調査を徹底 

土壌浄化 
グ
ル
ー
プ
概
要 

特
集
２
０
０
４ 

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

環
境
製
品
・
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン 

環
境
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
改
善
活
動 

土
壌
浄
化 

人
・
社
会
と
の
連
携（
C
S
R
の
充
実
に
向
け
て
） 

*YOKOGAWA_p00～36製入ノビ  05.8.3 4:07 PM  ページ 26



2 6 持続可能な社会の構築のために 

ＹＭＦ小峰工場 

 

 

ＹＭＦ甲府工場 

 

ＹＭＦ青梅工場 

 

ＹＭＦ駒ヶ根工場 

 

横河電子機器・ 
秦野事業所 

キシレン 

トルエン 

シアン化合物 

キシレン 

トルエン 

ホルムアルデヒド 

銅水溶性塩 

ふっ化水素およびその水溶性塩 

 

ニトリロ三酢酸 

2004年度ＰＲＴＲデータ 

発生物質 取扱量(kg)
大気 公共用水域 土壌 埋立 下水道 事業所外 

工場名 

有害化学物質管理システム（イメージ図） 

サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー 

有害化学物質データベース 

有害化学物質管理システム 
・部品表の有害化学物質の算出 
・部品の有害化学物質の登録 

PDMシステム 

調査シート 

調査依頼 

回答 

お
客
様 

報告書 

密に連携 

部品表データベース 部品表データベース … 

排出量(kg) 移動量(kg)

用語の解説 
※1　PRTR制度 

Pollutant Release and Transfer Register（環境汚染物質排出・移動
登録制度）。有害性のある化学物質の環境への排出量を把握すること
などにより、化学物質を取り扱う事業者の自主的な化学物質の管理改善
を促進するとともに、化学物質による環境汚染を未然に防止することを目
的として制定。排出量などの情報を公開することによって社会全体で化
学物質の管理を行おうという制度。 

YOKOGAWAグループでは有害化学物質の使用量等を 
管理・把握できるシステムを構築し、有害化学物質の排出削減に努めています。 

有害化学物質管理システムの構築 
　持続可能な社会の構築のために、全世界で有害化学

物質の削減が進められてきております。特にＥＵ規制［廃

電気電子機器（WEEE）指令と電気電子機器に含まれ

る特定有害物質の使用制限（RoHS）指令］への対応が

必要となってきました。 

　横河電機は十数年来、自社開発による製品情報管理

（PDM）システムを構築している実績があります。この

PDMシステムを有効に活用し、設計者への負担を最小

限に抑え、最大の効果をあげるシステム構築を目指しました。 

　結果として2004年4月にプロジェクトを発足して、約半

年で部品表に含まれる有害化学物質を算出できるシス

テムを完成しました。 

　今後は、部品に含まれる有害化学物質データを登録

するための支援機能の充実、PDMシステムとの連携

強化を図っていきます。 

 

PRTR対象物質 
　PRTR制度※1の届け出対象物質（取扱量1,000kg

／年以上）はYOKOGAWAグループとして下表のよう

な取扱量となりました。 
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化学物質の徹底管理で 
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2,700 

1,920 

1,100 

3,140 

3,847 

11,450 

21,830 

1,580 

 

25,388 

 

1,700 

1,200 

0 

2,820 

3,420 

5,500 

0 

0 

 

0

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

180 

 

0

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

 

0

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

 

0

0 

0 

0 

0 

0 

110 

24 

0 

 

0

1,000 

720 

1,100 

320 

427 
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3,000 
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INTERVIEW 

原価企画本部DTCセンター生産技術開発部 斉藤 滋夫 
Interview with SHIGEO SAITO

環境経営報告書 ２００５ 

六価クロムとシアンを排除する基本技術の確立 
　2003年2月にEUで公布されたRoHS指令は､「EU域

内で2006年7月1日以降に上市される電気電子機器に

含まれてはならない6物質」を定めています。この6物質

には、発癌性がある六価クロムと鉛も含まれており、

YOKOGAWAグループは早期に排除したいと考えて

いました。しかし、これらの物質を生産系から排除する

のは容易なことではありませんでした。六価クロムや鉛

を排除する基本技術は、材料メーカーの技術が成熟し

たことや長い技術探索の末に確立できたものです。 

　六価クロムは、鉄・アルミ素地部品などの表面処理工

程で使用されており、その主な使用目的は防錆処理で

した。防錆処理において、六価クロムの代替が可能な

物質を探した結果、三価クロムが代替として満足すべ

き防錆性を示すことがわかり、六価クロムを使用しない

防錆処理が可能となりました。 

　また、酸と混合したときの火災・爆発や有毒ガス発生

の危険性があるシアンも、YOKOGAWAグループでは

排除したい物質の一つでした。今回、六価クロムから

三価クロムへの変更と共に、亜鉛めっき工程とニッケル

めっきの前工程（銅めっき）で使用していたシアンを使

用することなく、めっきすることが可能となりました。 

　これにより、防錆処理工程における六価クロムフリーと

めっき工程におけるシアンフリーの基本技術を確立しました。 

　 

鉛フリー技術の製造現場展開 
　鉛フリー技術の確立に伴い、2004年度は製造現場

の整備や、YOKOGAWAグループ製品への水平展開

推進を行いました。鉛フリーはんだは従来の鉛共晶は

んだに比べて融点が高いため、今までの設備では対応

できないものが多くあります。製造を受け持つYMF甲

府工場では、鉛フリー製品専用ラインの構築や、鉛フリ

ー温度プロファイルに対応できるリフロー炉の導入、良

好なはんだ付けをするためのフロー槽改造、専用はん

だごての設置。さらには鉛共晶はんだより難しい鉛フリ

ーの手はんだ付け作業技術を習得するための講習など、

様 な々施策を積み重ね、厳しい条件をクリアして製品製

造に対応しています。 

YOKOGAWAグループは常に有害化学物質を排除しようと努めてきました。 
2004年度に達成したのは、六価クロム・シアンを排除する 
基本技術の確立と鉛フリー技術の展開です。 

製品や製造プロセスにおける 
有害化学物質の排除 

有害化学物質の排除 
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　YOKOGAWAの技術領域はやはり計測・制御・情報だと思います。しかし

今回の六価クロムフリー・シアンフリーというテーマは、表面処理にかかわる薬

液が成否の鍵を握っているので、YOKOGAWAグループとしてはどうにもしが

たい部分がありました。 

　また、幸いにも基本技術は確立できましたが、これを生産設備に展開する

には様々な課題が生じてきます。 

　2006年7月までにはすべてのＥＵ対象製品をRoHS指令に適合させなけれ

ばならないので、大変なのはむしろこれからですね。 

人
・
社
会
と
の
連
携（
C
S
R
の
充
実
に
向
け
て
） 

*YOKOGAWA_p00～36製入ノビ  05.8.3 4:12 PM  ページ 28



2 8 持続可能な社会の構築のために 

廃
棄
物
総
発
生
量 

循
環
資
源
化
量 

廃
棄
物
排
出
量 

YOKOGAWAグループ廃棄物処理区分 廃棄物排出量売上原単位と削減率（1995年度比） 

法区分 

紙類、梱包材、段ボール等 

生活ごみ、梱包材、木くず 

金属類 

生産ごみ（金属、紙、プラスチック、溶剤、油等） 

ガラス類、コンクリート等の不燃物 

有害物（水銀、はんだくず） 

業者に無害化処理を委託しているもの 

（自社施設での無害化処理は除く） 

生活ごみ（吸いがら、生ごみ、混合紙、落ち葉等） 

梱包材、混合木くず等 

油脂類（廃油、塗料、インク）、感染性廃棄物 

金属、プラスチック等の混合くず 

廃石綿（アスベスト） 

廃棄物の種類 区分 処理 

一般 

 

産廃 

 

特管 

産廃／特管 

 

一般 

特管 

産廃 

特管 

循環資源 

 

 

 
化学処理廃液量 
（減容化量） 

 

焼却廃棄物量 

 

 埋立廃棄物量 

●1％の内容：循環資源化するために環境負荷が著しく増大するもの、または循環資源化
が困難なもの（感染性廃棄物、衛生上困難なもの、アスベスト、蛍光灯等）。 
●廃棄物の中で燃料化、発電、焼却灰再資源化のいずれかに該当すれば循環資源化量
とする。 
※一時保存のPCB機器は無害化処理時点で廃棄物排出量にカウントする。 

0

25
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（%） 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

（t/億円） 削減率 

廃
棄
物
排
出
量
売
上
原
単
位 

1995

1.68

1.23

0.96

0.75 0.78

0.47

0.23

1998 1999 2000 2001 2002
（年度） 

2003

0.22

2004

26.826.8％ 26.8％ 43.043.0％ 43.0％ 

55.355.3％ 55.3％ 

53.353.3％ 53.3％ 

72.172.1％ 72.1％ 

86.486.4％ 86.4％ 86.786.7％ 86.7％ 

YOKOGAWAグループではゼロエミッションの達成を目指し、 
全従業員が一丸となって取り組んでいます。 

ゼロエミッションへの挑戦 
　計測・制御機器の生産工程は多くの工程から成り立

ち様 な々原料やエネルギーを消費しています。このため、

大気や水質、土壌への汚染や廃棄物処理など環境問

題は避けて通ることはできません。その中で廃棄物処

理については循環資源化を推進し資源の有効活用を

するとともにゼロエミッション達成に取り組んでいます。 

　YOKOGAWAグループのゼロエミッションの定義は

廃棄物総発生量の99％以上を循環資源化することで

達成することとしています。 

　YOKOGAWAグループでは、現在一部のサイトでゼ

ロエミッションを達成していますが、すべてのサイトでの

達成はまだまだこれからとなります。下表に則り循環資

源化を積極的に取り組み、廃棄物の削減に努めます。 

 

２００４年度の活動成果 
　廃棄物排出量削減を目標に取り組み、YOKOGAWAグ

ループの廃棄物排出量売上原単位は0.22t／億円（総

排出量839t）となり1995年度比86.7％の削減となりました。 

　主な削減策としては、不要什器類の他職場へのリユ

ース、輸入製品梱包材の材質を木材からダンボールに

切り替え実施、不要ダイレクトメールの発信元返却運動

などを展開しました。また、購入品は中身の必要な物を

購入する契約とし、納品時の梱包材等を返却する形を

一部で取り入れました。 

 
通勤バスに廃食油燃料を使用 
　YMF甲府工場では、2004年4月より甲府駅と工場の

間を走る通勤バスに廃食油燃料（BDF＝バイオ・ディー

ゼル・フューエル）を導入し、すでに約12,000km走行し

ています。同工場の食堂から出る月平均200Rの廃食

油はBDFプラントで燃料化し、使用燃料の一部として

資源循環を実現しています。BDFは山梨県リサイクル

認定制度の適用を受けており、排気ガスにはSOxをほ

とんど含まないなど、環境にやさしい燃料です。 

 

再資源化 
　廃棄物の処理は2000年、横河電機本社・工場内に

リサイクルセンターを開設して以来、廃棄物の材質毎分

別解体作業に取り組んできましたが、今年度は金属類

分別をさらに多くの種類に分別にすることにより、再資

源化原料を増加することができました。 

　また、国際チャートでは記録紙の古紙回収リサイクル

化を実現しました。さらに、測定用記録紙では困難とさ

れていた古紙の配合に成功し再生記録紙をエコチャ

ートとして商品化しています。 
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2 9環境経営報告書 ２００５ 

26.8％ 43.0％ 

55.3％ 

53.3％ 

72.1％ 

86.4％ 86.7％ 

多地点化するグローバル物流 
　YOKOGAWAグループは従来から世界中のお客様

に製品を供給してきました。しかし近年は海外の生産拠

点7カ国10工場に生産再編をするなど、海外での製造

品目も増えたことから、国内外の生産拠点や販社を結

ぶ多地点間での物資輸送を効率化してお客様に迅速

に製品を供給することや、物流に伴う環境負荷を低減さ

せる必要が出ており、次のような活動に取り組んでいます。 

 

お客様への直送化による迅速供給とCO2削減 
　中国の横河電機（蘇州）有限公司から日本国内に

供給されるレコーダや流量計は、YOKOGAWAグルー

プが提携した米国フェデックス社の空陸一貫輸送により、

2004年5月からお客様のもとへ直送されています。お届

先が仮に東京だとすると、この直送方式（約20時間）は

従来の複数業者によるリレー方式（約68時間）に比べ

て約48時間も早く納品でき、お客様の省時間に貢献し

ます。この方式では国内の配送センターを経由しない

ので、トラックによる陸送距離も短縮されます。このため

2004年度はトラック輸送によるCO2排出量を対前年度

比で7.0％削減できました｡ 

木材を使用しない簡易包装化と省資源 
　YOKOGAWAグループは2004年度から航空機の

腹部にある貨物室を専用で使い、他の貨物との混載を

避けることで、製品の梱包材から木材をなくす簡易包

装化に取り組んでいます。この簡易包装ではフィルム個

装された製品を強化ダンボールの外装材で保護するだ

けなので、お客様は着荷後直ちに製品を取り出すこと

ができます。この改善により、お客様は頑丈な木製外装

を開梱する手間が省け、さらに廃材を処理業者に引き

取らせるコストも削減できるようになりました。 

　YOKOGAWAグループは2004年度中にこの簡易

包装化をシンガポールから輸入する分散形制御システ

ム（DCS）のキャビネット・平デスクや、中国から輸入する

レコーダ・流量計などに適用しましたが、2004年度にお

けるその総重量は約1,500tで、外装材から木材を排除

したことによる軽量化効果は約300tに達しました。 

 

購買先との通い箱化 
　横河トレーディングでは調達先からの部品納入の通

い箱化を進めています。すでに7社と実施しており、2004

年度は新たに3社と実施を進め、計10社になりました。 

世界中のお客様、国内4工場と海外10工場に上る生産拠点、 
多数の販社を結ぶグローバル物流で、環境負荷低減と効率化に取り組んでいます。 

グローバル化に伴う多地点間物流で、 
環境負荷低減と効率化を追求 
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簡易包装化したＤＣＳのキャビネット 木材梱包（右）からダンボール梱包（左）にした平デスク 

人
・
社
会
と
の
連
携（
C
S
R
の
充
実
に
向
け
て
） 

*YOKOGAWA_p00～36製入ノビ  05.8.3 4:39 PM  ページ 30


